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    第11回地域シンクタンクモニター調査結果概要 
 

          
        
 
 
１．調査の目的 
 
 企業業績の回復に伴い、我が国経済には明るい兆しが見られるものの、一部の地域では改善が遅れるなど依然

として地域間格差が存在する。従来から格差是正に向けた各種措置が講じられてはいるものの、そのほとんどが

全国一律型で、地域の実情やニーズを踏まえた施策とはなっていなかった。中央主導の画一的施策に陰りがみえ

るなか、意欲ある地域では地元構成要員（地元企業、商工会議所、ＮＰＯ、住民等）が主体となって雇用創出や

地域経済活性化の取り組みを進めている。 
 こうした状況を踏まえ、当機構では 2003 年度より「地域シンクモニター」を実施している。本制度は、地域

の実情に精通した全国9つのシンクタンクから、四半期ごとに地域の雇用・労働情報を収集し、本ホームーペー

ジや月刊情報誌『ビジネス・レーバー・トレンド』で情報提供することを目的とする。併せて、本制度を維持・

発展させることを通じ、当機構と全国の地域シンクタンクモニターとのネットワーク形成に資することも目的の

ひとつとしている。 
 
 
２．調査項目 
 
 調査は、地域の経済・雇用情勢を尋ねる「定例調査」と、個別のテーマを設定した「特別調査」で構成する。

このうち「定例調査」では、地域の経済動向を、前期と比較し、「好転」「やや好転」「横ばい」「やや悪化」「悪化」

したかを5段階評価で尋ねた。雇用動向についても同様の方式をとる。一方、後半の「特別調査」では、テーマ

に沿った設問にモニターが50字程度で自由記述する方式をとる。 
 
 
3. 調査対象機関 
 
 地域シンクタンクモニターを委託する機関は北から、㈱北海道 21 世紀総合研究所、青森公立大学地域研究セ

ンター、（財）常陽地域研究センター、（財）中部産業・労働政策研究会、（財）北國総合研究所、（財）関西社会

経済研究所、（社）中国地方総合研究センター、四国経済連合会、（財）九州経済調査協会の9つの研究機関であ

る。 
 
 
4．調査方法 
 
 実査期間は、2006 年7 月14 日から7 月31 日までの約半月。送付した質問票に、モニターが直接記述する方

式で進められ、電話による追加ヒアリングも実施。全モニターから回答を得た（回収率100％）。 
 
 
 
 
 
 



 4 

 
5．調査結果の概要 
 
  
5-1. 経済情勢（「実績」と「見通し」） 

 
第２四半期（４月～６月）の地域経済の「実績」を、現状維持の「横ばい」と評価したのは８つのモニター（青

森・常陽・中部・北國・関西・中国・四国・九州）。残りの北海道は「やや悪化」と判断した。 
他方、第３四半期（７月～９月）の地域経済の「見通し」については、「やや好転」と明るい先行きを示したの

は北國総合研究所のみ。残り８つのモニターはすべて現状維持の「横ばい」との予測を示す。「悪化」「やや悪化」

と先行きの厳しさを示す回答は寄せられなかった（表１参照）。 
 
 

   

4月～6月期の地域経済　（1
月～3月期と比較）

7月～9月期の地域経済　（4
月～6月期と比較）

㈱北海道２１世紀総合研究所 やや悪化 横ばい

青森公立大学地域研究センター 横ばい 横ばい

（財）常陽地域研究センター 横ばい 横ばい

（財）中部産業・労働政策研究会 横ばい 横ばい

（財）北國総合研究所 横ばい やや好転

（財）関西社会経済研究所 横ばい 横ばい

（社）中国地方総合研究センター 横ばい 横ばい

四国経済連合会 横ばい 横ばい

（財）九州経済調査協会 横ばい 横ばい

表1―地域経済の実績及び見通し

 
     
 
5-2. 雇用動向（「実績」と「見通し」）  
 
雇用情勢については、第２四半期（４月～６月）の「実績」を、「やや好転」と明るい評価を下したのは北國総

合研究所と中国地方総合研究センターと九州経済調査協会の３つのモニター。残り６モニターは現状維持の「横

ばい」との認識を示した。 
他方、第３四半期（７月～９月）の雇用の見通しについては、「やや好転」と先行きの明るさを示したのは北國

総合研究所と九州経済調査協会の２つのモニター。残り７つのモニターは現状維持の「横ばい」との見通しを示

す。「悪化」「やや悪化」と先行きの厳しさを滲ませる回答は寄せられなかった。 
 

     

4月～6月期の雇用情勢　（1
月～3月期と比較）

7月～9月期の雇用情勢　（4
月～6月期と比較）

㈱北海道２１世紀総合研究所 横ばい 横ばい

青森公立大学地域研究センター 横ばい 横ばい

（財）常陽地域研究センター 横ばい 横ばい

（財）中部産業・労働政策研究会 横ばい 横ばい

（財）北國総合研究所 やや好転 やや好転

（財）関西社会経済研究所 横ばい 横ばい

（社）中国地方総合研究センター やや好転 横ばい

四国経済連合会 横ばい 横ばい

（財）九州経済調査協会 やや好転 やや好転

表2―雇用動向の実績及び見通し
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 5-3. 調査結果の特徴と課題 
 
今回の調査結果から、地域経済については、各地で若干のバラツキがあるものの、全国的には回復基調が強ま

り、景気の底堅さを裏付けるレポートが数多く寄せられた。半面、懸念材料として、①アメリカや中国などの海

外経済の動向②原油・原材料価格の高騰③天候不順による個人消費への悪影響――を指摘する声が相次いだ。 
他方、雇用情勢については、景気の回復に伴い人手不足感の高まりを指摘する声が目立った。北海道では製造

業や卸小売業で旺盛な求人が出始める一方、北陸では技術系の専門職が不足し、九州ではコールセンターのパー

ト求人が未充足となるなど、各地で労働需給が逼迫しているとの報告が数多く寄せられた。 
 
 
 

６．調査結果詳細 
 

 6-1．北海道の経済・雇用動向（卸売・小売業では人手不足感も） 
 
道内では、札幌など都市部で、サービス業を中心に経済・雇用とも改善の動きが強まっている。他方、それ以

外の地域では、公共事業削減の影響もあり、回復の足取りが遅れている模様だ。 
北海道二十一世紀総合研究所は、四月～六月期の地域経済を「やや悪化」と判断した。根拠として、①春先の

天候不順で衣料品や季節家電の売れ行きが鈍っている②公共事業の削減で基幹産業の建設業が引き続き厳しい状

況に置かれる③四月以降の道庁職員の給与カットが消費にブレーキをかける④原油高に伴い道内輸送業が減益傾

向にある⑤耐震強度偽装事件の影響で札幌などでのマンション販売に陰りがみえる――ことをあげた。 
七月～九月期の経済情勢については、「製造業や輸送業では、原油高の影響で収益が鈍化する」とマイナス要因

を指摘する一方、「七月に入り天候が安定し、観光地への入込客数も順調に伸びている。長期予報でも観光シーズ

ンがピークを迎える八月、九月は平年並みの気温と好天が見込まれる」ことから、「横ばい」と予測した。 
他方、道内の雇用情勢（四月～六月期）については、「完全失業率でみると、四月～六月期は、一○期ぶりに前

期比で悪化した。とくに若年層では失業率が上がり続けている」と不安材料を指摘する一方、「有効求人倍率は、

比較的高水準で推移している。人材派遣需要も旺盛で、学生の就職内定率も例年以上に好調である」ことから、

現状維持の「横ばい」と評価した。 
七月～九月期の雇用動向については、「雇用のミスマッチは依然、解消する見通しはない。さらに公共事業の削

減に伴い、建設業での需要も停滞する」とみて、道内雇用の厳しい側面に触れる一方、「地元新聞社の調査では、

卸売り・小売業を中心に、引き続き旺盛な求人が期待でき、人手不足感が強まる見込み」として、プラス・マイ

ナス要因を総合的に判断し、来期は「横ばい」とした。 
 
 
６-2. 茨城の経済・雇用動向（企業の生産活動は底堅く推移） 
 
常陽地域研究センターは、地域経済の実績（四月～六月期）を「横ばい」と評価した。理由として、①茨城県

景気ウオッチャー調査によると六月の景気現状判断ＤＩは五二・二（前回五三・一）と横ばいで推移②六月の日

銀短観（茨城県）によると、業況判断ＤＩはマイナス三（前回プラス一）と四ポイント悪化③鉱工業生産指数は

底堅く推移④企業の設備投資も好調――であることをあげた。 
七月～九月期についても前期同様、「横ばい」を選択した。ポイントとして、①茨城県景気ウオッチャー調査に

よると、景気の先行判断ＤＩは五二・六と現状判断ＤＩとほぼ同水準②六月の日銀短観（茨城県）によると、先

行き（九月までの予測）はマイナス二と横ばい圏内で推移③企業の生産活動は底堅い一方、原油・原材料高で厳

しい収益環境が続く――ことをあげた。 
他方、雇用情勢（四月～六月期）については、「大型小売店の新規開業でパートの需給はタイトになっている」

と明るい動きを示す半面、「六月の日銀短観（茨城県）では、雇用判断人員ＤＩはマイナス一となり、前回（マイ

ナス四）とほぼ同水準で推移」していことから、現状維持の「横ばい」とした。 
七月～九月期の雇用情勢は、「六月の日銀短観（茨城県）で先行き（九月までの見通し）の雇用人員判断ＤＩは
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マイナス四と不足感がやや拡大した」ことをあげ、「企業の生産活動は底堅く推移していることから、雇用動向も

現状程度で推移する可能性が高い」との見方を示し「横ばい」と予測した。 
 
 
6-3. 中部地区の経済・雇用情勢（輸送用機械では慢性的な人手不足も） 
 
中部産業・労働政策研究会は四月～六月期の地域経済を、「横ばい」とした。企業の生産活動については、①自

動車を中心に輸送用機械は全体として増加傾向にある②電気機械では、電子・デバイスを中心に引き続き増加し

ている③鉄鋼や一般機械も高水準で推移している――ことを判断ポイントとして指摘。他方、個人消費は、「大型

小売店（百貨店）では、『万博特需』の剥落から前年を下回ったものの、スーパーやコンビニでは概ね前年並みを

維持している」ことを理由としてあげた。 
七月～九月期は、「中部経済は、製造業を中心に引き続き底堅い動きが続く」と明るい見通しを示す一方、懸念

材料として「アメリカや中国などの海外経済の動向」と「原油・原材料価格の高騰」を指摘。総合的に判断し、

「横ばい」とした。 
他方、雇用情勢については、四月～六月期は、好調な前期の流れを引継ぎ、「横ばい」と評価した。「業績好調

な自動車などの輸送用機械では、慢性的な人手不足が続いている」と現状報告したうえで、「企業の生産活動が高

水準で推移していることに伴い、新規求人倍率が上昇している」「常用雇用指数や所定外労働時間も全国平均と比

べ高水準を維持している」ことなど、雇用統計の堅調ぶりをポイントとして指摘した。 
七月～九月期についても、「横ばい」との認識を示す。「（中部経済の牽引役である）製造業の好調さを背景に、

雇用情勢は引き続き改善が続く」とみて、「高水準の生産が続く自動車や工作機械メーカーなどでは、恒常的な人

手不足が続く」との見通しを示した。 
 
 
6-4. 北陸地区の経済・雇用情勢（専門・技術職で人手不足感が強まる） 
 
北國総合研究所は四月～六月期の地域経済について、「個人消費には持ち直しの動きが見られるものの、大型小

売店では夏物衣料が振るわないなど、一部でやや弱い動きも見られた。また、温泉旅館などのサービス業でも弱

含んでいる模様」とし、消費に力強さが欠けていることを不安材料とする。他方、企業の生産活動については、

「工作機械やプレス機械は国内外の旺盛な自動車需要を背景に堅調に推移。また、電子・デバイスは携帯電話向

けや液晶テレビ関連の受注が好調である」との現状認識を示し、「横ばい」と評価した。 
七月～九月期の経済見通しについては、これまでの判断を一段引き上げ、「やや好転」と明るい先行きを示した。

「企業の生産は引き続き、緩やかに増加する見通し。特に、電子・デバイス分野では、携帯電話向けや液晶テレ

ビ関連の受注に追われ、現場では繁忙が続いている。この傾向はしばらく続く」とみる。併せて「今年七月、石

川県金沢港の大浜地区に大型貨物船が接岸できる大水深岸壁（深さ一三㍍）が起工した」ことに触れ、インフラ

整備が好調な電機・一般機械の「追い風」になるとの見方を示した。 
一方、雇用情勢については、四月～六月期は、「やや好転」と判断した。ポイントとして、「北陸三県（福井県・

石川県・富山県）の有効求人倍率は、引き続き一倍を超え、堅調に推移している」ことをあげる。また、「北陸の

主要産業である製造業では、業績回復と設備投資に伴い、人手不足感が強まっている」ことも併せて指摘した。 
七月～九月期についても、前期同様、「やや好転」を選択し、雇用の改善が進んでいるとの認識を示した。理由

として第一に、「製造業を中心とした企業業績の回復を背景に、雇用統計は改善の動きを強めており、この傾向は

当面続く」ことをあげた。第二に、「専門・技術分野では人手不足が深刻化している模様。技術系の人材確保の動

きは今後、さらに活発化する」ことを指摘。その一方、北陸地区の雇用の先行きに関して「気になる点」として、

①非正規雇用の割合が高い②若年者雇用の改善が今一歩、進んでいない③高齢者雇用の動きが依然として鈍い―

―ことをあげた。 
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6-5. 関西の経済・雇用情勢（雇用情勢は緩やかな改善が続く） 
 
関西社会経済研究所は、四月～六月期の地域経済を「横ばい」と評価した。関西地区の現状について、「原油高

や米国経済の動向、さらに天候不順による消費の一服感などの懸念材料はあるものの、関西経済は堅調さを持続

している」と説明し、①六月日銀短観の業況判断と設備投資計画は、現状及び先行きともに全国平均を上回る水

準を維持②関西企業の輸出は好調に推移③民間住宅投資も堅調――であることを根拠としてあげた。 
七月～九月期の経済見通しについては、マイナス要因として「米国経済の減速や、原油高による企業収益の圧

迫」を指摘する一方、プラス要因として①中国などアジア諸国の高成長を背景に輸出は堅調②過剰在庫の懸念も

薄らぎ、企業の生産活動は高水準③設備投資意欲も引き続き旺盛――であることに言及し、現状維持の「横ばい」

とした。 
他方、雇用情勢（四月～六月期）については、「関西地区の雇用情勢は厳しいながらも緩やかな改善基調を維持

している」との現状分析を示し、「（景気回復で求職者が増加したことから）六月の完全失業率（五・三％）は前

月より○・七ポイント悪化したものの、有効求人倍率（六月一・○八倍）は昨年一二月から七カ月連続で一倍を

超えるなど改善が進んでいる」ことから、「横ばい」と評価した。 
七月～九月期の見通しについては、①関西経済は引き続き堅調に推移する②日銀短観の雇用人員判断ＤＩでは

先行き人手不足感が強く、有効求人倍率が一倍を超える水準が維持できる③団塊の世代の退職に伴い、中小企業

を中心に労働力確保の懸念が強まっている 
――ことを理由に、「関西地区の雇用環境は、第２四半期と同様、緩やかな回復基調で推移する」と予測し、「横

ばい」とした。 
 
6-6. 中国地方の経済・雇用情勢（山陰地区でも雇用が改善） 
 
中国地方総合研究センターは、四月～六月期の地域経済の実績について、「中国地方の景気回復の動きは、製造

業から非製造業に広がりをみせ、成熟段階に入っている」との現状認識を示し、①自動車や一般機械の生産が順

調②輸出も引き続き好調③個人消費はやや弱めながらも、回復基調で推移している――と指摘する。他方、マイ

ナス要因として、「中国地方の景気回復は、製造業を起点に他産業へと波及していく傾向が強い。製造業の集積が

少ない山陰地区では、回復が本格化するに至ってない」ことをあげ、山陽・山陰間での「地域間格差」が依然、

解消していないことから、「横ばい」とした。 
七月～九月期については、「鉄鋼や非鉄金属では、原材料価格の高騰により業績悪化の可能性がある」「個人消

費の伸び悩みと公共事業の削減などから、景気回復の『加速感』はいまひとつ」と先行きの不透明感を滲ませる

一方、「輸出が好調な自動車や一般機械では、前期に引き続き、フル操業が期待できる。現在の回復基調が大きく

変わることはない」との見方から「横ばい」とした。 
他方、雇用情勢（四月～六月期）については、これまで回復の足どりが重かった山陰地区で改善が見られたこ

となどから、「やや好転」と明るい評価を下した。具体的な根拠として、①鳥取・島根両県での新規求人数が前年

同月を上回った②広島県の高卒内定率は過去最高の九八％を記録した③山陰地区でも域外からの求人で就職内定

率に改善の兆しがみられる――ことをあげる。 
七月～九月期の雇用見通しについては、「団塊の世代の退職をにらみ、企業の採用意欲や雇用維持に向けた動き

は引き続き熱を帯びる」と明るい見通しを示す一方、「中国地方の雇用の伸びは、新卒者が中心。中途採用の拡大

までには至ってない」「依然として雇用のミスマッチ（求職「正規」―求人「非正規」）が解消されていない」こ

とから、来期の中国地方の雇用は「横ばい」とした。 
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6-7. 四国の経済・雇用情勢（企業の生産は緩やかに上昇） 
 
四国経済連合会は、四月～六月期の地域経済を「横ばい」とした。 
判断根拠として、①企業の生産活動は緩やかに上昇し、設備投資も増加傾向にある②個人消費は天候不順の影

響もあり盛り上がりに欠ける③四経連が実施する「景気動向調査」（以下、六月調査）によると、景気が「既に回

復」もしくは「回復傾向」と回答した企業は前回調査（六四％）とほぼ同水準の六三％となった――ことをあげ

た。 
七月～九月期については、「六月調査」で、来期は「変わらない」が七二・五％、「良くなる」が二○・四％、

「悪くなる」が七・○％となり、前回と比べ「変わらない」が七・二ポイント増加する一方、「良くなる」が一○・

二ポイント減少したことを根拠に、来期は現状維持の「横ばい」とした。 
一方、雇用情勢については四月～六月期は、「現在、雇用調整を実施している企業割合は前回調査（三月）の二

五％とほぼ同水準の二四％となった」「新卒採用を『削減』もしくは『停止』した企業も前回（一四％）とほぼ同

水準の一五％となった」ことから、「横ばい」と判断した。 
七月～九月期については、「今後、新たに雇用調整を『実施』もしくは『継続』すると答えた企業は二六・五％

と、前回調査（二四・○％）より二ポイントほど増加した」ものの、「正社員を出向・配転、さらにパートに置き

換えるなどの雇用調整は前回より一○ポイント減少した」ことから、全体としては「横ばい」で推移するとの回

答を寄せた。 
 
 
6-8. 九州地区の経済・雇用情勢（コールセンター立地が相次ぐ パートは人手不足も） 
 
九州経済調査協会は、地域経済の実績（四月～六月期）について、「景気の回復に伴い、所得環境の改善が進ん

だものの、四月、五月の長雨で個人消費の落ち込みが激しい」とネガティブな要因を指摘する半面、「好調な輸出

や設備投資需要に支えられ、自動車や一般機械など企業の生産活動は再び上昇傾向にある」として、「横ばい」と

評価した。 
七月～九月期の見通しについては、「九州経済はこれまで、輸出と設備投資と消費の『三本柱』に支えられてき

た」と現状分析し、「ここにきて、牽引役のひとつである消費の勢いが急速に衰えている」と不安をのぞかせた。

とはいえ、「（残りの）輸出と設備投資は依然、高水準であることから、景気が悪化するところまではいかない」

として、現状維持の「横ばい」との見通しを立てた。 
他方、雇用情勢については、四月～六月期は、「有効求人倍率でみると、前期（一月～三月期）は回復基調のな

かにも、足踏み感がみられたが、今期は五月が前月比○・○二ポイント増、六月が○・○三ポイント増と、足踏

み状態を脱した感がある」として、「やや好転」と判断を一段、引き上げた。 
七月～九月期については、「雇用の先行指標である新規求人倍率や所定外労働時間数を見る限り、九州地区の雇

用がこの先、悪化するとは考えられない」との先行きを示す。併せて、「九州の各都市では現在、コールセンター

の立地が相次ぎ、各地で大量のパート求人が出ている。しかし、思うように人が集まらないとの声が出始めてい

る」ことも踏まえ、来期の雇用は「やや好転」の見方を示した。 
 
 
 
                                          （調査部） 
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